
廃棄物処理法に基づく不法投棄事案への対応
排出事業者に適正処理責任

未然防止

産業廃棄物管理票制度（特に電子マニフェストの活用）
最終処分が適切に終了するまでの措置

不法投棄：５年以下の懲役又は千万円以下の罰金（法人３億円）、
未遂罪の創設
無確認輸出： ５年以下の懲役又は千万円以下の罰金（法人１億
円）、未遂罪、予備罪

業許可制度、委託契約書の締結義務
優良産廃処理業者認定制度の運用
（環境配慮契約における優良認定事業者の優遇措置等）

①マニフェスト制度の徹底

⑤監視の強化

②適正な処理を確保するための対策

③不法投棄等の罰則

④適正な施設の確保

施設許可制度、廃棄物処理センター制度、維持管理積立金制度

報告徴収（法第18条）・立入検査（法第19条）等、
パトロール事業、不法投棄ホットライン、
地方環境事務所と都道府県等の連携、現場対応マニュアルの作成

⑨適正処理推進センターの支援

⑧代執行・費用請求（法第19条の8）

措置命令に従わない場合、原因者等不明の場合、
緊急時で措置命令を行ういとまがない場合に、都
道府県等が代執行（行政代執行法の特例）

代執行を行った都道府県等に対して７／１０補助
※残分３／１０のうち８０％を特別交付税措置

⑥改善命令（法第19条の3）

処理基準・保管基準に違反した事業者、産業廃棄
物処理業者、国外廃棄物を輸入した者等に対す
る改善命令

⑦措置命令（法第19条の5、第19条の6）

処理基準・保管基準に違反した保管、収集、運搬
又は処分を行った者、委託をした者、排出事業者
等に対する支障の除去等の措置

支障の除去
都道府県・政令市が監視等

資料６



産業廃棄物のマニフェスト制度の概要

マニフェスト情報の送受信

廃棄物排出事業者 収集運搬業者 処分業者

情報処理センター
●運搬・処分終了の通知
●報告期限切れ情報の通知
●マニフェスト情報の保存・管理

電子マニフェストとは、マニフェストの記載内容を電子デー
タ化し、排出事業者、収集運搬業者、処分業者の３者が情報処
理センターを介したネットワーク上でやりとりする仕組み

• マニフェスト制度とは、排出事業者が産業廃棄物の処理を委託する際
に、種類・数量等を記載した産業廃棄物管理票（マニフェスト）を処理
業者（収集運搬業者及び処分業者）に交付し、処理終了後、処理業者よ
りその旨を記載したマニフェストの写しの送付を受ける仕組み

• これにより、排出事業者が自ら排出した産業廃棄物について、排出から
最終処分までの流れを一貫して把握・管理し、排出事業者としての処理
責任を果たすための制度

電子マニフェスト普及の意義
 都道府県等の監視業務の合理化
 排出事業者及び処理業者の事務の効率化（労務削減）
 廃棄物処理システムの透明化（偽造しにくい）
 不適正処理の原因究明の迅速化

廃棄物

紙マニフェスト交付

排出事業者 収集運搬業者 処分業者
廃棄物 廃棄物

運搬終了報告
処分終了報告

写し

写し

紙マニフェストの例



産業廃棄物不法投棄等の原状回復措置に対する支援
目的

事業概要

事業スキーム

産業廃棄物の不法投棄等事案について、都道府県等の支障除去等事業を支援することにより、産業廃棄物の不
法投棄等に起因する生活環境保全上の支障の除去等を推進する。

不法投棄等による生活環境保全上の支障又はそのおそれがあるものについては、都道府県等において、行為者等に
対して可能な限り早期に支障除去等を実施させることとしている。しかしながら、行為者等の資力が乏しい場合や不
明の場合等は、都道府県等が行政代執行により支障除去等事業を実施せざるを得ないケースが生じており、当該都
道府県等に対して当該事業に係る費用の一部を補助金等により支援するものである。

都道府県等

補助金

基金
（産業廃棄物適正処理
推進センター）

●廃棄物処理法第13条の15に基づき設置した基金による支援

産業界 出えん

財政支援

○負担割合 産業界：国：都道府県等＝４：３：３
国

・平成９年改正廃棄物処理法(平成10年６月17日施行)により、行政代執行規定及び基金制度が創設
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不法投棄量

不法投棄件数

岐阜市
事案分

沼津市
事案分

千葉市

桑名市
多度町
事案分

74.5万t

41.1万t 滋賀県
日野町
事案分

20.3万t

13.1万t
6.2万t

滋賀県
甲賀市
事案等分

16.6万t

奈良県
天理市
事案等分

15.7万t

7.6万t

倉敷市
事案等分

不法投棄件数及び投棄量の推移

注）集計対象：１件あたりの投棄量が10ｔ以上の事案
出典：産業廃棄物の不法投棄等の状況（令和元年度）

について（調査主体：環境省）

・ 不法投棄の件数・規模は、2000年頃に比べて大きく減少している。
・ しかし、依然として大規模不法投棄事案も発生している。




